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   Ｈ０１Ｌ  41/09     (2006.01)
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   Ｈ０１Ｌ  41/113    (2006.01)
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【ＦＩ】
   Ｇ０２Ｂ   26/08     　　　Ｅ
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【手続補正書】
【提出日】平成26年12月18日(2014.12.18)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項１】
　光を反射する反射面を有するミラー部と、
　前記ミラー部に連結され、前記ミラー部を回転軸の周りに回動可能に支持するミラー支
持部と、
　前記ミラー支持部に連結され、前記ミラー部を前記回転軸の周りに回動させる駆動力を
発生させる圧電アクチュエータ部と、
　前記圧電アクチュエータ部を支持する固定部と、を備えるミラー駆動装置であって、
　前記圧電アクチュエータ部は、駆動電圧の印加による逆圧電効果によって変形する第１
アクチュエータ部及び第２アクチュエータ部を備え、
　前記ミラー支持部を挟む両側のうち一方の側に前記第１アクチュエータ部が配置され、
他方の側に前記第２アクチュエータ部が配置され、
　前記第１アクチュエータ部における前記ミラー支持部と反対側の第１基端部、並びに、
前記第２アクチュエータ部における前記ミラー支持部と反対側の第２基端部がそれぞれ前
記固定部に固定されており、
　前記第１アクチュエータ部と前記第２アクチュエータ部とを互いに逆方向に撓ませるこ
とで前記ミラー支持部を傾き駆動させるものであり、
　前記第１アクチュエータ部の上部電極は、それぞれが単数又は複数の電極で構成される
第１電極部と第２電極部と含み、
　前記第２アクチュエータ部の上部電極は、それぞれが単数又は複数の電極で構成される
第３電極部と第４電極部とを含み、
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　前記第１電極部、第２電極部、第３電極部、第４電極部の配置形態は、前記回転軸の周
りの回動による前記ミラー部の傾き変位を伴う共振モード振動において圧電体の膜厚方向
に直交する面内方向の主応力の応力分布に対応しており、
　前記第１電極部及び第３電極部の位置に対応する圧電体部分と、前記第２電極部及び第
４電極部の位置に対応する圧電体部分とは、前記共振モード振動において互いに逆方向の
応力が生じる構成であるミラー駆動装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００４】
　従来の圧電ＭＥＭＳスキャナは、例えば、特許文献１に示されているように、２本のカ
ンチレバーを接続した構造のアクチュエータにおける接続部（結合部）にトーションバー
を接続し、それぞれのカンチレバーを逆位相で駆動させることによってトーションバーを
傾き変位させる方式が主であった（特許文献１、非特許文献１及び２参照）。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００６】
【非特許文献１】Optical MEMS and Their Applications Conference, 2006. IEEE/LEOS 
International Conference on, 2006, 25 -26
【非特許文献２】Japanese Journal of Applied Physics, The Japan Society of Applie
d Physics, 2010, 49, 04DL19
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１３２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１３２】
　一般式Ａａ（Ｚｒｘ，Ｔｉｙ，Ｍｂ－ｘ－ｙ）ｂＯｃ・・・（ＰＸ）
　式中、Ａ：Ａサイトの元素であり、Ｐｂを含む少なくとも１種の元素。
Ｍが、Ｖ、Ｎｂ、Ｔａ、及びＳｂからなる群より選ばれた少なくとも１種の元素である。
０＜ｘ＜ｂ、０＜ｙ＜ｂ、０≦ｂ－ｘ－ｙ。 
ａ：ｂ：ｃ＝１：１：３が標準であるが、これらのモル比はペロブスカイト構造を取り得
る範囲内で基準モル比からずれてもよい。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１３３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１３３】
　ペロブスカイト型酸化物（ＰＸ）は、真性ＰＺＴ、あるいはＰＺＴのＢサイトの一部が
Ｍで置換されたものである。被置換イオンの価数よりも高い価数を有する各種ドナーイオ
ンを添加したＰＺＴでは、真性ＰＺＴよりも圧電性能等の特性が向上することが知られて
いる。Ｍは、４価のＺｒ，Ｔｉよりも価数の大きい１種又は２種以上のドナーイオンであ
ることが好ましい。かかるドナーイオンとしては、Ｖ５＋，Ｎｂ５＋，Ｔａ５＋，Ｓｂ５

＋，Ｍｏ６＋，及びＷ６＋等が挙げられる。
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【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１３８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１３８】
　なお、本実施例ではアクチュエータ部（駆動力発生部、応力検出部）に用いる圧電体材
料としてＰＺＴを選択したが、この材料に限定する必要はない。例えば、ＢａＴｉＯ３、
ＫＮａＮｂＯ３、ＢｉＦｅＯ３などの非鉛圧電体を用いることもできるし、ＡｌＮ、Ｚｎ
Ｏ２などの非ペロブスカイト圧電体を用いることも可能である。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１６４】
　図２０のようなデバイス形態において応力検出を行う場合は、図２１に示すように、２
つの電極部７１１、７２２のうちいずれか一方の電極部を検出用（センシング）として利
用する。図２１では、第１アクチュエータ部６１０の第１電極部７１１をセンシングに用
いる例が示されている。センシングに用いる電極部はフローティング電位に設定され、圧
電体の正圧電効果によって生じる電圧を検知する。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１９９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１９９】
　同様に第３アクチュエータ部３１と第４アクチュエータ部４２も互いに分離された独立
のカンチレバー構造として構成され、第３アクチュエータ部３１の先端にトーションバー
部７Ａが接続され、第４アクチュエータ部４２の先端にトーションバー部７Ｂが接続され
ている。このような構成によっても、図１や図２８と同様のミラー駆動が可能である。
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